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物流原価計算の基本原則
酉　澤　　　脩
　物流原価計算も広義の原価計算の一領域である以上，基本的にぱ大蔵省企業
会計審議会のr原価計算基準』に準拠しなけれぼならないが，特殊原価調査と
して展開される物流原価計算では，伝統的原価計算の諸基準とは異なった幾つ
かの基本原則が必要とされる。以下これらの基本原則について論述する。
1　トータノレ・コスト・アプローチ
　物流原価計算（physical　distribution　cOsti㎎）の最も重要な原則は，トータル
・コスト・アプローチ（tota1cost　apprOach）である。トータル・コスト・アプ
ローチとは，トータル・コスト（総費用）を構成する各パーシャル・コスト
（部分費用）の何れを低減させるかではなく，互にイソターフェイス（inte・faCe）
するパーシャル・コストを合計したトータル・コストの総額をいかに低減させ
るかを目的とする方式であって，トータル・コストの低減額によって物流生産
性を測定する方法がとられる。
　そもそも物流（physical　distrjbutiOn）は，トータル・システムをその本質と
しており，物流を構成する包装・輸送・保管等のサブ・システムを1つのトー
タル・システムとして総合化するところにその特質があ飢従って，かかる物
流を実施するために直接・間接に消費される物流費の原価管理においては，互
にイソターフェイスする包装費・輸送費・保管費等の各パーシャル・コストの
何れを低滅させるかでは放く，これらを総合したトータル・コストを低減させ
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るかが最高の管理目的とされることは，こと当然であ私特に物流においてイ
ソターフエイスする各パーシャル・コストについては，反比例的ないし二律反
背的なコスト・ビヘイビヤが示される場合が多く，特定のパーシャル・コスト
を低滅させると他のパーシャル・コストが増加してしまうのが普通である。こ
の場合，Aのパーシャル・コストが増加してもBのパーシャル・コストを低減
させるべきか，それともBのパーシャル・コストが増加してもAのバーシャル
・コストを低減させるべきか，その何れを重視するかを追究することは無意味
であり，亙にイソターフェイスするAとBの総額をいかに低減させるべきかを
追究しなければならない。ここにトータル・コスト・アブローチが必然的に要
求される決定的な理由があ乱このようなトータル・コスト・アプローチは，
物流費のいろいろな段階または局面で必要とたるのであって，その大要を図示
してみると第1図のとおりとなる。
　　　　　　第1図　トータル・コストの体系とトータル・コスト分析
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　基本的には，まず物的流通費を構成する物資流通費と清報流通費の闘でトー
タル・コスト・アプローチが間題となる。従来の物流費管理では物資流通費の
管理だけが偏重され，情報流通の整理が立遅れていた。情報が不足たためどれ
だけ無駄な物資流通が繰返されてきたか枚挙にいとまがない。これからは，た
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とえヌソピュータの利用によって情報流通費が増加しても情報流通を整傭し，
それによって物資流通費一ひいては物的流通費を低減させることが先決とな乱
このために，物的流通費分析が実施される。
　物資流通費を構成する包装費・保管費・輸送費の間でも，トータル・コスト
・アプロニチが要請される。たとえぼコンテナリゼーショソを採用すると・コ
ソテナを賃借すれば足りるので包装容器の購入代が不要になり，また，コ＝■テ
ナのまま保管できるので保管費が不要になる。そのほかコソテナのまま一括し
て荷役し輸送できるので，荷役費や輸送費も割安となり，物流費全体の低減額
は多額なものとな私デポを新設する場合にも・その典型例が見出され乱デ
ポの数を増加させると保管費が増加するが，往復輸送が排除でき輸送費が節約
される。これに反し，デポの数を減少させると保管費が減少するが，往復輸送
が繰返され輸送費が浪費される。間題は両者の総費用をいかに低減させるかに
あり，このため物資涜通費分析が試みられる。
　物資流通費のうち保管費についてさらに検討してみよう。保管費は在庫発注
費と在庫維持費と品切れ損失から成り立っている。発注1回あたりの発注数を
増加させると在庫発注費は割安となるが在庫緯持費が割高となるので，両者の
合計額が最低の数量が経済的発注数量（E　OQ）となり，このために経済的発
注数量（E　OQ）分析が行なわれ孔また発注時点を早めると品切れ損失は減
少するが在庫維持費が増加するので，両者の合計額が最低の数量が発注時点
（R　O　P）となり，このために発注時点（RO　P）分析が行なわれる。
　他方，物的流通費と表裏ρ関係にある取引流通費の間でも・トータル・コス
ト・アプローチが必要とされる。たとえば，小口注文を積極的に受入れる方針
をとると，敢引高ば増カロし敢引流通費は割安と危るが，小口配送が増え輸送費
が急増するので，トー率ル・コストが逓増してしまい不利となる。このよう杜
自己矛盾を避げるためには，流通費分析を試みるべきである。
　さらに流通費と生産費の間でも，トータル・コスト・アプローチが問題とな
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る。犬量生産を断行すると単位当りの生産費は滅少するが，拡売が急務となり，
また在庫量が急増するので流通費が増加してしまう。かかる欠点をなくすため，
総費用分析が行なわれるのである。
　以上はすべて特定企業におげる間題であるが，企業間でもトータル・コスト
・アプローチが必要とされる場合があ乱たとえば，特定メーカーと，当該メ
ーカーの系列下にある販売企業や物流企業の聞でも，トータル・コストの低滅
が意図されるべきであり，このため系列企業間費用分析が試みられねばなら放
いo
　このように，一口にトータル・コスト・アプローチと称しても実に多くの段
階と局面があるので，それぞれの場合に最も有用なコスト分析を工夫し適用す
ることが要請される。
2　トレード・オフ・コンセプト
　トータル・コスト・アプローチにおいて，トータル・コストを比較分析する
際に不可欠とされるのが，トレード・オフ・コソセブトである。トレード・オ
フ（trade－0賃）について，ボオワーソックス，スマイケイ，ラロンド三教授は，
次のごとく論述している（D・J・BOwe・・o里，E・W・S血ykay，B・J・La　Lo肛de，“Physi－
cal　Distribution　Management”，revised　edition，1968，p．299）o
　「トータル・コスト・プランニングの目的は，a活動センター毎のコストの
水準を定め，bそのコストを分析要件に合致した単位で表示し，かつc多種類
の活動センター聞のトレード・オフを測定することにあ私トレード・オフで
は，ある領域のコストの低減額と他の領域のコストの増加額を対比して測定す
る。それ故，トレード・オフ体制の下でのトータル・コスト分析では，ある特
定領域の絶対的なコスト水準を測定するのではなくて，各活動セ1■ター問の相
対的なコストの変動額を測定するのである。トータル・コストの金額だげでな
く，顧客への配送基準で表わしたサービス要件も，最終的なシステム設計に影
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響を及ぼす二次情報となる。」
　r活動センター毎のコスト」というのは，トータル・コスト分析に必要なコ
スト・センターのことであって，具体的には，輸送，在庫，包装・荷役のユニ
ット化，情報，倉庫作業等を指す。これらのコスト・セソターの所要コストを
求めるのが第一段階であり，次にこれらのコストを分析目的に従って表示す
る。たとえば，固定費部分と変動費部分に分解する。これらのコスト・データ
を基に色々な活動セソターのトータル・コストを算定し，各トータル・コスト
のトレード・オフを行なうのである。
　trade－oκをWebster’s　New　Intemationa1Dictionaryで調べてみると，
r時折・他と場所を交換するかまたは相互に場所を交換すること」が意味され，
altematiVeと略同意義に使用されている。あえて両者の差異を求めれば，
a1temativeが二者択一を表わすのに対し，trade・0任は多者択一を表わすもの
と思われる。このようなトレード・オフには，次の種類がある。
　a　一定の操業度下において2つの代替案を比較する方法
　b　一定の操業度下において2つ以上の代替案を比較する方法
　C　異なった操業度下において多数の代替案を比較する方法
　ボオワーソックス教授等は，aを「二者閻静態比較分析」（COmparat1Ve　StatiCS－
twO　alt・matives），bを「多老間静態比較分析」（comp・・atiYe　statics－mo・e　th・n
two　alt・m・tiv・s），Cを「複合分析」（皿ultiple　ana1ysi・）と呼んでいる。静態比
較分析においては・物流システムの操業度は一定と仮定し，代替的な流通シス
テムに要するコストを計算する。いま，鉄道と倉庫による物流システム（鉄道
・倉庫システムと略称する）と航空輸送による直送システム（航空直送システ
ムと略称する）の場合について二老聞静態比較分析を例示してみると第1表
のとおりであ私ここでは・航空直送システムを用いると輸送費は多額になる
が在庫費や倉庫費が節約され，トータル・コストが低減するので，航空直送シ
ステムを採用すべきであるとの結論が下される。
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第一表 トレード・オフ分析一二者閻静態比較分析の場合
計算項目および計算方式
I　航空直送システムによる在庫費の節約額
　A　輸送中の在虜在高・・・・…
　B　工場倉虜の在庫在高………・
　　C　現場倉庫の在庫在高………・…
　　　　総目数・・……一…一
　　　輸送中の在庫の節約目数①一②．…一
　　D　年間の在庫緯持費
　　　資本コスト………………
　　　陳腐化損………・・……一
　　　保険料…一一……・
　　　諸税・・……………・
　　　総在塵維持費…一・・…一…・……………
　　E　鉄道・倉産システムの揚合よりも
　　　節約される製晶在塵の見積金額……・・
　F　航空直送システムによる在庫
　　　費の年節約額
　　　③x④x⑤42目×25％×5，000，000円
　　　　　365　　　　　　　　365
■ 航空直送システムによる倉庫費の節約額
A　賃借料（自営の時は資本コスト）…
B　入件費…………＿＿．＿＿＿＿。＿．
C　雑持費…・…・…………一一一＿＿．
　　　合計……・…・…・一・……………・・一
　航窒直送システムによる倉虜費の年節約額⑦一⑧
I皿航空直送システムによる総節約額⑥十⑨…
IV　鉄遺・倉庫システムによる輸送費の節約額
　　A支払運賃……………＿、．．＿．一
　　B　地方配逢費……………一・……一………・
　　　　合計・…・………一・・…・…
　　　鉄遣・倉崖システムによる輸送費の節約額⑫一⑪
航空直送システムによる物流費の純節約額⑩一⑱…
鉄道・倉
庫システ
ムの場合
10日
5目
30日
①45日
20％
5％
1％
2％
28％
200，000円
200，000円
100，O00円
⑦500，000円
竈11遡
航空直送
システム
の場合
2日
1日
0日
②3員
⑧42日
20％
2％
1％
2％
　④25劣
⑤
5，000，000円
⑥143，836円
150，000円
100，000F『
50，O00円
⑧300，000円
⑨200，000円
⑩343，836円
500，000円
150・000円i
⑪450・000円．⑫650・000円1
⑱200・OOO目
143，836円
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第2表トレード・オフ分析一多老間静態比較分析の場合
　　　　　　　　　　　売上高400，000，OOO円の揚合
ストヅク・ポイソトの数コストの種類
1カ所 lOカ所 20カ所 40カ所　60カ所
輸送費
鉄道運賃…1．．
自動章運賃……
航空運賃……
倉庫費
固定費……
変動費……
情報費
郵送粋・・…
電話粋・・…
コソピュータ費．．．
ユニツト・ロード費
包装費・…・・
在庫維持費
基準在庫費・・一
安全在庫費…．’．
　　　円1　　円
18・OOO・000iユ9・O00・000
・・・・・・・…j1・・・・・・…
100・000：
500．000
500，COO
500．000
500，ooO
　　O
800，000
10，O00．000
10，000，O00
20，OOO
ユ，000．000
　600，000
500．000
500．000
　　0
600，000
10，000．000
15，000，000
　　　円
18，OOO．000
3，O00，O00
　10，000
2，OOO，000
　700，000
　200．000
　500．000
1，000，000
500，000
10，000，OO0
19，000，OOO
　　　円
17，OOO，OO0
2，000，OOO
　　　　O
4．OOO，OO0
　800，000
　100，OO0
　400．000
1，200，OOO
500，OOO
1O．O00．000
21．O00，000
　　　円
15，000，OO0
1，000．000
　　　　0
6，000，OO0
　90⑪。000
　100．000
　400．000
1，400．0000
500，000
10，000．000
23，000，000
1一タル・コス／l　　　　円60，900，000
肌。。。，。。81　　　　円54，910，000　　　　円　　　　　　　円57，000，OO0　　58，300，000
　今度は，何個所にストック・ポイソトを設置したらよいかを決定する場合に
ついて，多者聞静態比較分析を例示してみると，第2表のとおりであ乱ここ
では，売上高を4億円とし，売上高4億円の場合の物流のトータル・コストを
算出してい乱同表からストック・ポイソトを20個所に設置する際のトータル
・コストが最低となり，最も有利なことが知られる。
　以上の静態比較分析では，操業度が一定とされたが，操業度は必ずしも不変
ではなく，相当変動する場合も少在くない。このような場合には，複合分析を
試みなければならない。いま5つの代替案について，次の原価資料がえられた
とする（ここでぱ固定費が小さく変動費率が大きいものから，固定費が大きく
変動費率が小さいものの順に代替案を列挙してある）。
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固　定　費　　トン当り　　　　　　　　変　動　費
符号金額　符号金額
航空輸送　　　　Fエ
営業自動牽輸送F。
鉄道直配　　　　F3
鉄道・倉摩配送　F4
地方〕〔場配送　　Fコ
10，000円　V1　LOO円
20，000　　　　V2　　0．50
30，000　　　　　　▽3　　　0．25
40，000　　　　V4　　0．125
50，000　　　　V5　　0．0625
　これらのある代替案から他の代替案に切換えるべき輸送トン数を求めると，
次のとおりとなるo
X、＝FrF・＝20・000－10・000－10・000－20，000トソ
　　　　Vl－V2　　　　ユ．00－O．50　　　　0，50
X，＝FrF・　舳00120・000一α000－40，000トソ
　　　　VrV3　　　0．50－O．25　　　　0．25
X、一F・一FL40・OOO－30・000」0・000－80，000トソ
　　　　V眉一V4　　　025－0125　　　　0ユ25
X、一FrF」50・000・40・000＝ユO・00」160，000トソ
　　　　V4－V5　　　0，125－O．0625　　　0．0625
　これらの諸関係を図示してみると，第2図のとおりとなる。よって太線で描
いたような折線が最も有利な輸送システムということになり，これから次のこ
とが半鵬する。
　輸送量2万トンまでは，航空輸送がよい。
　輸送量2万トソ～4万ト：■分は，営業自動車輸送がよい。
　輸送量4万トソ～8万トン分は，鉄道直配がよい。
　輸送量8万トソ～16万ト：■分は，鉄道・倉庫配送がよい。
　輸送量16万トソ以上は，地方工場配送がよい。
　たとえば・輸送量が10万トソの時は・2万トンを航空で，2万ト＝■を営業自
動車でそれぞれ輸送し，4万トソを鉄道で直送し，残余の2万トンを倉庫から
鉄道で輸送するのが最も有利であることが知られる。
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第2図　トレード・オフ分析一複合分析の場合
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以上の3分析では，活動セソター問のトレード・オフを例示したが，このよ
うなトレード・オフは特定の活動セソター内でも，また企業聞でも行なわれる
ことは，すでに1で前述したところである。
3　スペシャル・コスト・スターディ
　トータル・コスト・アプローチで行なわれるトレード・オフ分析において実
施される原価計算は，伝統的な原価計算制度ではなくスベシャル・コスト・ス
ターディ（specialcoststudy）である。スベシャル・コスト・スターディは，
直訳すれば特殊原価調査であるが，その本質は物流における意思決定会計であ
る。物流近代化においてトレード・オフを行なう場合，2つまたは2つ以上の
代替案のトータル・コストを算定し，その比較分析を通じて近代化の意思決定
を下す際に，必要な原価情報を入手するための方式が，このスペシャル・コス
ト・スターディであるといえる。
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　スベシャル・コスト・スターディが対象とするトレード・オフは常に相違す
るから，予め一定のトレード・オフの類型を想定し，その場合の典型的な計算
パターソを定め・それを1つの制度として常時反覆的に実施することは，不可
能であ私特定のトレード・オフの内容に応じた計算パターソを常に創造し，
1回限りで必要な時だけその計算を試みれば足りる。
　スベシャル・コスト・スターディでは，第一に，どんたコスト概念を使用す
るかが間題と恋る。ここで使用する特殊原価（special　cOsts）は，過去に実際に
支出した実際原価（aCtual　C・StS）ではたく，今後消費されると予定される未来
原価（futu・・cOsts）である。未来原価は，実際原価を基礎とし，その中から異
常値を排除して正常原価を求め，これに将来の変動予想を加味して計算す私
　トレード・オフ分析では，特定の代1替案に直接関連のあるコストが計算の対
象とされる。このようた特定の代替案に直接関連を有するコストが，関違原価
（relevant　cOsts）であり，無関連原価と区分される。トレード・オフで必要な
のは関連原価だけであり，もっと厳密にいえば関達原価の差額であるといえ
る。どの代替案をトレード・オフするかによって影響を蒙むる関連原価の差額
のことを，差額原価（di妊erential　cOsts）と称する。つまり，トレード・オフに
必要注コストの認識基準が関連原価であり，当該金額の測定基準が差額原価で
ある。
　差額原価とは，選択可能た幾つかの代替案が存する場合，どの代替案を選択
するかによって増加または減少する原価（総原価または原価要素）のことで，
主として変動費がこれに当たるが，固定費の中にも差額原価があ飢
　ここに，変動費（v・・iable　cOsts）または固定費（ix・d　costs）は，次のものを
指す。
a　変動費とは，操業度の増減に応じて，一定期間における総額が比例的に変
　動する原価要素をいう。
b　固定費とは，操業度の増減にかかわりなく，一定期間における総額が変化
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　しない原価要素をいう。
　もちろん変動費・固定費といえども，操業度がO劣から工00劣まで一貫して
比例的に発生する絶対的変動費や，操業度がO劣から100劣まで一貫して一定
額に留まる絶対的固定費は存在しないのであって，一定の操業度幅の中で比例
的または固定的である相対的変動費または相対的固定費にすぎ肌㌔総費用を
変動費と固定費に分解する手続が費用分解であって，具体的には第3表の何れ
かの手法がとられる。
　　　　　　　　　　　第3表費用分解の代表的手法
分解法の種類 分解法の名称 分解法の特質
会計的方法 勘定科目法 勘定科目を基礎として分解する。
図表的方法 散布図表法 図表を描いて分解する。
最小自乗法 一次方程式により分解する。
数学的方法
変動費率法 変動費率を求め，これから分解する。
I　E的方法 I　E　法 作業研究により分解する。
　変動費に類似した概念として，増分原価と限界原価の概念がある。増分原価
（inCrement・I　COStS）は，操業度が増加する場合に生ずる代替案相互の総原価の
増加額であり，減分原価（操業度が滅少する場合に生ずる代替案稽互の総原価
の減少額）も含めて総称することもあ孔変動費は会杜全体について認識する
こともできるし，特定の代替案について把握することもできるが，特定の代替
案について把握された変動費は，増分原価と呼ぶのである。
　他方，隈界原価（marginal　costs）は，操業度が一単位増減する場合の原価の
増減額であって，操業度一単位あたりの変動費がこれに相当するものと考えて
よい。増分原価も隈界原価も，ともにその主たる内容は変動費であるが，固定
費も一部含まれることがあり，この点が変動費概念と大きく相違している。
　以上は，会計帳簿上の原価榎念であるが，会計帳簿には記載されず，トレー
ド・オフ分析にあたってのみコストとして計上される費目もある。これが付加
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原価（imputed　cOsts）であり，杜内金利，機会原価，敢替原価の各種類がある。
決算会計上では金利は支払金利のみに限定されるが，トレード・オフ分析では
広く杜内金利を金利として計上しなげれぼ，適切な原価比較はできない。杜内
金利としては・従来，表面金利がそのまま準用されるのが通例であったが，拘
東預金カミー般化した現在では実質金利によらたければ意味がない。これからは
さらに一歩前進して「資金コスト概念を導入した杜内金利」を活用すべきであ
私このような杜内金利の詳細については，拙稿r物流原価計算における杜内
金利の取扱い」（『会計』昭和46年12月号）を参照されたい。
　　　　　　　　第3図　トレード・オフ分析で使用される特殊原価
土内金剥
機会原価　　｛洲⊥川
．付加原価
広
義の　帳
原　簿
価　原
　　価
　　　　　　狭義の取替原価　　関連原価　　　変動費
＝i耐冠珊“〕
　　　　　　広義の　　　差額原価未釆原価　困違原価
実際原価
非関違原価　　　　没原価
製造原価　　　阪　売
固定費
営　業　費　　　般管理一
価
　トレード・オフ分析で特に重要なのは，機会原価概念である。機会原価
（oppo前㎜ity　costs）というのは・選択可能な代替案のうち1つをとり他を棄て
た結果減少する測定可能な価値犠牲額をいう。たとえば，流通センター建設の
可否を検討する場合を取止げてみよう。売却すれば1億円の純利益がえられる
ある土地を流通センターの敷地に使用する時は，売却する際にえられる純利益
1億円が放棄されてしまうので・この金額を機会原価として流通セソターの建
設費に加算しないと，流通セソター建設のトレード・オフを適正に実施するこ
とはできないo
　さらに取替原価が問魑とされることもあ乱取替原価（replacement　costs）
というのは，同一の物流資産を取替える際に必要とされる現在価値のことであ
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り，現在の市場における市価と考えればよい。近年のようにクリーピング・イ
ンフレが進行している時代においてぽ・取得原価と現在時価の間に多額の差額
が生じるので取得原価で償却していると・取替時に取替資金を確保できない欠
点が生ずる。よって時価を基準に償却する必要が生じるのである。
4　マネジメント・アカンティング・プリンシプル
　物流原価計算のようなマネジメント・アカソティソグ（㎜anage㎜・nt　a㏄Oun・
ti㎎）においては，前記の三原則以外にも色々な新しい原則が必要とされるの
で，これらについて簡単に論述しておこう。
a　プロジェクト計算の原員聰一・トレード・オフ分析では，対象となる代替案
　がユつのプロジェクトとなるので，当該プロジェクトに要するコストだけを
　他のコストと区分して集計すれぼ足りる。
b　プロジェクト期間の原則・一・トレード・オフ分析では，対象となる代替案
　を1つのプ目ジェクトとするので・そのプロジェクトの開始から終了に至る
全期聞の総コストまたはコストの総節約額を算出する必要がある。特定の事
　業年度にかかわるコストを集計するだけでは不十分である。
C　時間的要素考慮の原則……長期的な代替案をトレード・オフする場合には，
時閻的要素を考慮し・将来獲得される原価節約額を現在価値に割引いて，現
　価（present　value）の形で比較しなければたらない。
d　現実的計算の原則……決算会計では，租税目的や配当目的から合法的な枠
　内で各種の会計政策が加えられるが，トレード・オフに当ってはこれらを排
　除しできるだげ現実に応じた原価計算方式を使用する必要がある。
　　たとえば・決算会計では・減価償却費は，定率法により残存価格を取得原
価の1割として法定耐用年数で計算するが・トレード・オフ分析では，定額
法により残存価格ゼロで実際耐用年数で計算することを推めたい。
e　合冒的計算の原則……トレード・オフ分析では代替案を選択するに足る清
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報さええられれぱ十分であるから，決算会計の場合のような完全性や網羅性
は必要としない。たとえば千円単位でもよく，見積や予測カミ介入しても差麦
　えない。
f　適時的報告の原則・一・トレード・オフの意思決定を下すに必要な時期まで
に分析繕果が報告できなげれば，いかにすぐれた内容をもったデータでも宝
　の持ちぐされになってしまう。このために，迅遠性が要求されるのであって，
決算会計のような事後会計と根本的に相違する。
g　明瞭表示の原則一・・トレード・オフの分析結果を物流管理者に明瞭に表示
　し，容易にその結論を把握できるよう工夫すべきである。この点からは，会
計特有の用語や様式は極力避げ，物流管理者向にアレソジすることが要講さ
　れる。
h　総合判断重視の原則……トレード・オフ分析の結果は，意思決定のための
　1つの情報にしかすぎない。物流管理者はそのほか非計量的情報をも考慮し
　て総合判断を行ない，最終的なトレード・オフを行なうべきであって，計量
的な分析結果だけで機械的に判断することは，厳に慎まなげれぼならない。
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